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表紙

新 株 予 約 権 等 の 状 況
業務の適正を確保するための
体制及び当該体制の運用状況
連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

上記事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載
書面）への記載を省略しております。

第14回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

（2024年８月１日～2025年７月31日）

株式会社アクシージア



2025/09/25 9:53:15 / 25242002_株式会社アクシージア_招集通知

新株予約権等の状況

第 １ 回 新 株 予 約 権 第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2019年４月25日 2019年６月18日

新 株 予 約 権 の 数 228個　 12個　
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 228,000株
(新株予約権１個につき 1,000株)　

普通株式 12,000株
(新株予約権１個につき 1,000株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 780円 780円

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 780,000円
(１株当たり 780円)　

新株予約権１個当たり 780,000円
(１株当たり 780円)　

権 利 行 使 期 間 2022年８月 １日から
2027年７月31日まで

2022年８月 １日から
2027年７月31日まで

行 使 の 条 件 （注）２ （注）２

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役

を除く）

新株予約権の数 165個
目的となる株式数 165,000株
保有者数 4名　

－

社 外 取 締 役 －
新株予約権の数 10個
目的となる株式数 10,000株
保有者数 １名　

監 査 役 － －

新株予約権等の状況
① 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況

（注）１．2020年10月１日付で行った普通株式１株を1,000株とする株式分割により、「新株予約権の目的
となる株式の種類と数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されてお
ります。

２．行使の条件
(1)　新株予約権者は、本新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役又は使

用人いずれかの地位を保有していることを要します。但し、任期満了による退任及び定年退職、
その他当社が特に行使を認めた場合は、この限りではありません。

(2)　次のいずれかに該当する事由が発生した場合、新株予約権者は当該新株予約権を行使することが
できません。但し、当社が特に行使を認めた場合は、この限りではありません。

a.権利者が禁錮以上の刑に処せられた場合
b.権利者が当社又は当社関係会社と競合する業務を営む法人を直接若しくは間接に設立し、又はそ

の役員若しくは使用人に就任するなど、名目を問わず当社又は当社関係会社と競業した場合。但
し、当社の書面による事前の承認を得た場合を除きます。
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新株予約権等の状況

c.権利者が法令違反その他不正行為により当社又は当社関係会社の信用を損ねた場合
d.権利者が差押、仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立を受け、又は公租公課の滞納処分

を受けた場合
e.権利者が支払停止若しくは支払不能となり、又は振り出し若しくは引き受けた手形若しくは小切

手が不渡りとなった場合
f.権利者につき破産手続開始、民事再生手続開始その他これらに類する手続開始の申立があった場合
g.権利者が反社会的勢力（暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、その他

暴力、威力又は詐欺的手法を使用して経済的利益を追求する集団又は個人を意味します。以下同
じとします。）であること、又は資金提供等を通じて反社会的勢力と何らかの交流若しくは関与
を行っていることが判明した場合

h.権利者が自己に適用される当社又は当社関係会社の就業規則に規定する懲戒事由に該当した場合
(3)　新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認められません。
(4)　本新株予約権の行使によって当社の発行済株式総数が当該時点における当社の発行可能株式総数

を超過することとなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできません。
(5)　各本新株予約権１個未満の行使はできません。
(6)　本新株予約権割当契約に違反した場合には行使はできません。
(7)　新株予約権者は、当社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本

新株予約権を行使することはできません。

②　当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に交付した新株予約権等の状況
該当事項はありません。

③　その他新株予約権等に関する重要な事項
該当事項はありません。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業
務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりです。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「コンプ
ライアンス管理規程」を定め、コンプライアンス担当取締役の下に実施責任者を置き、コンプ
ライアンスの社内への推進を図っております。
取締役会は、法令、定款及び「取締役会規程」に従い、定期的又は必要に応じて開催してお
ります。取締役は、取締役会の決議及び社内規程に従い、担当業務を執行し、他の取締役の職
務執行を監督しております。
監査役は、「監査役会規程」に則り、取締役の職務執行の適正性を監査しております。
内部監査室は、「内部監査規程」に基づき、業務全般に関し、法令、定款及び社内規程の遵
守状況、業務執行の手続き及び内容の妥当性につき、定期的に内部監査を実施し、内部監査結
果に関して、監査報告書を作成して代表取締役及び取締役会、監査役会へ報告しております。
取締役又は使用人による不正行為を早期に発見してこれを是正するため、「内部通報規程」
を定め、社内及び社外に内部通報窓口を設置し、使用人からの報告・相談に対応する体制を整
備しております。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、「情報システム管理規程」及び「情報セキュ
リティ管理規程」を定めてＩＴを利用した場合の情報の保存及び管理を図るとともに、「企
業機密管理規程」及び「個人情報保護管理規程」を定めて営業秘密及び個人情報の適切な取
扱いを行っております。また、株主総会議事録、取締役会議事録、稟議書等の重要な文書に
ついては、法令及び「文書管理規程」を定め、適切に保存・管理しております。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
リスク管理については、「リスク管理規程」を定め、代表取締役を委員長とする「リスク
管理委員会」を設置しております。当社の事業活動に関する様々なリスクについては、リス
クの内容に応じて担当取締役を置き、適切に管理しております。
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会決議により常勤取
締役の管掌範囲を定めるとともに、「職務権限規程」を定めて取締役に一定の範囲で権限・
責任を移譲しております。
取締役会は、「取締役会規程」を定めて取締役会に付議・報告すべき重要事項を規定し、
取締役会の効率的な運営を図っております。

⑤ 当社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため、「関係会社管理規
程」を定め、これに従って当社は子会社の業務を指導・支援しております。
子会社を統括主管する担当取締役を定め、子会社の経営状況、財務状況、その他の重要事

項を報告させております。
子会社の損失の危険の管理及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確
保するため、子会社に対して原則として当社から役員を派遣し、グループ全体のガバナンス
強化を図り、経営のモニタリングを行っております。
子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、

子会社の業務活動全般も内部監査室による内部監査の対象としております。内部監査室は
「内部監査規程」に基づき、法令、定款及び社内規程の遵守状況、職務執行の手続き及び内
容の妥当性などにつき、定期的に内部監査を実施しております。

⑥ 財務報告の信頼性を確保するための体制
財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法等の趣旨に則り、財務報告に係る内部
統制の整備・運用を行い、その有効性を継続的に評価、報告しております。また、是正、改
善の必要があるときには、速やかにその対策を講ずることとしております。その整備状況並
びに運用状況については、内部監査室及び監査役によりモニタリング・検証されておりま
す。

⑦ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する
事項、その使用人の取締役からの独立性に関する事項及び監査役の当該使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項
監査役が求めた場合には、監査役の職務を補助する使用人を置くこととしております。
取締役からの独立を確保するため、当該使用人の登用、人事評価・異動については監査役
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業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

の事前同意を得た上決定するものとし、当該使用人は業務の執行に係る役職を兼務しないも
のとします。
監査役の当該使用人に対する指示の実効性を確保するため、当該使用人は、職務執行に当
たっては監査役の指揮命令を受けるものとし、取締役又は内部監査室長の指揮命令を受けな
いものとします。

⑧ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
当社グループの取締役は、当社及び子会社から成る企業集団が法令又は定款に適合せず、
あるいはその恐れがある場合、重大な損失の危険がある場合その他重大な問題が発生した場
合には、速やかに監査役に報告することとしております。
「内部通報規程」に基づく社内の相談窓口は常勤監査役としており、使用人が社内の不正
行為を発見した場合には、その任意の選択により、直接常勤監査役に報告できるようにして
おります。また、使用人が社外の相談窓口に報告・相談をした場合には、社外の相談窓口が
速やかに常勤監査役にその内容を報告することができる体制を整備しております。

⑨ 監査役への報告者が当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けないことを確保
する体制
当社グループの取締役及び使用人が上述の報告を行ったときは、当該報告者に対し、当該
報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行わないこととしております。特に、報告者
が使用人の場合については、「内部通報規程」に従って当該報告者を保護することとしてお
ります。

⑩ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につ
いて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務執行について、当社に対し会社法第388条に基づく費用の請求をしたと
きには、担当部署において確認のうえ、速やかに当該費用又は債務を処理することとしてお
ります。

⑪ 上記のほか監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役の監査が実効的に行われることを確保するため、監査役は会計監査人及び内部監査
室と定期的に会合を持ち、それぞれの監査状況を共有し、監査の効率化に努めることとして
おります。また、監査役が取締役会その他重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握
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するため、当社は、監査役が重要な会議に出席できる環境を整備するとともに、監査に必要
な情報にアクセスできる環境を構築しております。

⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおりであります。

① 重要な会議の開催状況
当事業年度においては、取締役会を17回開催し、各議案についての十分な審議や取締役

の業務執行状況についての報告が行われ、活発な意見交換がなされております。

② 監査役会の実施状況
当事業年度においては、監査役会を13回開催しました。監査役会において定めた監査計
画に基づき、監査役の取締役会への出席や重要な書類等の閲覧調査を定期的に実施しており
ます。また、当社代表取締役社長及び他の取締役、内部監査部門並びに会計監査人との間で
意見交換を実施し、情報交換等の連携を図っております。

③ 財務報告に係る信頼性の確保に対する取組み
内部統制システムに関する基本方針及び社内規程に基づき、計算書類の確定から開示まで
の作成プロセス及び開示プロセスを適正に実施しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2024年８月 1 日から
2025年７月31日まで)

株 主 資 本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,155,505 2,057,304 4,776,900 △655,867 8,333,842

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △358,522 △358,522
親会社株主に帰属する
当期純利益 320,660 320,660

自己株式の取得 △901,017 △901,017

自己株式の消却 △718,584 718,584 －

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額) －

当連結会計年度変動額合計 － － △756,445 △182,433 △938,878

当連結会計年度末残高 2,155,505 2,057,304 4,020,454 △838,300 7,394,964

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結株主資本等変動計算書

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分 純資産合計為替換算調整勘定 その他の包括利益

累計額合計
当連結会計年度期首残高 200,201 200,201 2,828 8,536,872

当連結会計年度変動額

剰余金の配当 △358,522

親会社株主に帰属する
当期純利益 320,660

自己株式の取得 △901,017

自己株式の消却 －

株主資本以外の項目の
当連結会計年度変動額(純額) △23,100 △23,100 199 △22,900

当連結会計年度変動額合計 △23,100 △23,100 199 △961,779

当連結会計年度末残高 177,101 177,101 3,027 7,575,092

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

会社名 決算日
Xiaozi Cosmetic (Shanghai) Inc. 12月31日　＊１
株式会社エムアンドディ ２月28日　＊２
AXXZIA (Shenzhen) International E-
Commerce Co., Ltd. 12月31日　＊１

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 　9社
・連結子会社の名称 　Xiaozi Cosmetic (Shanghai) Inc.

　AXXZIA (HongKong) International Limited
　株式会社ユイット・ラボラトリーズ
　株式会社アクシージアバリュークリエイター
　AXXZIA Cosmetic Singapore Pte. Ltd.
　株式会社エムアンドディ
　AXXZIA Cosmetic USA Ltd.
　株式会社アクシージアテクノロジー
　AXXZIA (Shenzhen) International E-Commerce Co., Ltd.

・連結範囲の変更　　　　　　　　当連結会計年度に新規連結子会社となったのは以下の2社です。
株式会社アクシージアテクノロジー及びAXXZIA (Shenzhen) 
International E-Commerce Co., Ltd.は新規設立したことにより
連結の範囲に含めております。

⑵ 持分法を適用した関連会社の数及び名称
・持分法適用の関連会社の数 　該当事項はありません。
・持分法の適用の範囲の変更 　当連結会計年度において、全株式を売却したことにより、

Shanghai Sakura Beauty Technology Co., Ltd.を持分法適用の
範囲から除外しております。

⑶ 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

＊１：連結決算日で実施した正規の決算に準ずる合理的な手続による決算に基づく計算書類を基礎とし
ております。

＊２：５月31日で実施した正規の決算に準ずる合理的な手続による決算に基づく計算書類を使用してお
り、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 棚卸資産
製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に
よる簿価切下げの方法により算定）

ロ. デリバティブ
時価法によっております。
なお、ヘッジ会計の要件を満たす為替予約取引については「⑥重要
なヘッジ会計の方法」のとおり、ヘッジ会計を適用しております。

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）

当社は建物及び構築物については定額法を、その他の資産について
は定率法を採用しております。
また、在外子会社については定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２年～40年
その他 ２年～20年

ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

ソフトウェア　 ５年
商標権　　　　10年
意匠権　　　　 ７年

ハ. リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約上に残価保
証の取り決めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法を採用
しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を
勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 　従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年
度における負担額を計上しております。
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ハ. 株主優待引当金 　株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、将来発生見込額を計上
しております。

ニ. 株式報酬引当金 　業績連動型株式報酬制度による当社株式の交付に備えるため、当連
結会計年度末における株式等の交付見込額に基づき計上しておりま
す。

④ 収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当

該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。当社グル
ープは、主に化粧品及び健康補助食品の製造・販売を事業として営んでおり、顧客への製品の引渡し時
点で製品に対する支配が顧客に移転し、履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。

国内販売においては、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの時までの期間が通常の期
間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

⑤ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算
し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定に含めて計上しております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債権または債務取引
ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　   為替予約取引に関する規程に基づき通常の取引の範囲内で、将

来の為替レートの変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行
っております。

ニ．へッジの有効性評価の方法　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ
対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等
を基礎にして判断しております。ヘッジ対象とヘッジ手段の重
要な条件が一致し、継続して為替変動の相関関係が確保されて
いると見込まれるため有効性の判定は省略しております。

⑦ のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積り、当該期間にわたり均等償却してお

ります。
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2.　会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第

20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号　2022年10月28日。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

3. 会計上の見積りに関する注記
⑴　商品及び製品の評価（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記　⑶　①）

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
商品及び製品　評価損計上前金額　　　　1,732,297千円
棚卸資産評価損　　　　　　　　　　　　　 58,135千円
商品及び製品　連結貸借対照表価額　　　1,674,161千円（※)

（※)株式会社アクシージアに係る製品は1,043,007千円、棚卸資産評価損は33,720千円です。
②　連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

・算出方法
商品及び製品の連結貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、

直近の売却価格等に基づき算定した正味売却価額が取得原価を下回っている場合には、正味売却価額を
もって連結貸借対照表価額とするとともに、取得原価と正味売却価額との差額を売上原価に計上してお
ります。

また、営業循環過程から外れた滞留在庫については、商品及び製品の残存有効期限、過去の販売実績
及び廃棄実績等を分析した上で、残存有効期限に応じた評価損率を設定し、規則的に帳簿価額を切り下
げるとともに、当該切り下げ額を売上原価に計上しております。

・主要な仮定
商品及び製品の評価に用いた主要な仮定は、正味売却価額及び評価損率であります。

・翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
国内外での法令・規則の変更に伴う市場環境の変化、消費者ニーズの変化、他社競合品との競争激化

などにより、見積りの仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与
える可能性があります。
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株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 25,167千株 －千株 1,060千株 24,107千株

株 式 の 種 類 当 連 結 会 計 年 度
期 首 の 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
増 加 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
減 少 株 式 数

当 連 結 会 計 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 750千株 1,546千株 1,060千株 1,236千株

⑵　繰延税金資産の回収可能性
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　　 繰延税金資産 237,808千円
②　連結計算書類利用者の理解に資するその他の情報

・算出方法及び主要な仮定
将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。

・翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などに伴い、課税所得の見積額が変動し、繰延税金資

産の回収可能性の判断に重要な影響を与える可能性があり、実際に発生した課税所得の時期及び金額が
見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

4. 連結貸借対照表に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額　　　362,863千円

5. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

（注）普通株式の数の減少は自己株式の消却による減少分であります。
⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加及び減少は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得1,546千株による増加分及
び自己株式の消却1,060千株による減少分であります。
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決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2024年9月20日
取締役会

普通株式 利益剰余金 244百万円 10.00円 2024年7月31日 2024年10月９日

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2025年３月14日
取締役会

普通株式 利益剰余金 114百万円 5.00円 2025年1月31日 2025年４月９日

　　　決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2025年９月19日
取締役会

普通株式 利益剰余金 114百万円 5.00円 2025年7月31日 2025年10月８日

区分
新 株 予 約 権
の 内 訳

新株予約権の
目的となる株
式 の 種 類

新株予約権の目的となる株式数
（株）

当連結会計
年度末残高
（千円）当連結会計

年度期首
当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

当社
第１回新株予約権 普通株式 232,000 － 4,000 228,000 －

第２回新株予約権 普通株式 12,000 － － 12,000 －

合計 － 244,000 － 4,000 240,000 －

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対する配当金203千円が含まれており
ます。

（注）配当金の総額には、従業員持株会信託口が保有する当社株式に対する配当金115千円が含まれており
ます。

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

⑷　新株予約権に関する事項
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6.　金融商品に関する注記

⑴ 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資産運用については短期的な預金に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金
を調達しております。デリバティブは後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は
行わない方針であります。なお、有価証券取引は行わないこととしております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されており、外貨建営業債権は為替変動リスクに晒

されております。
営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。
借入金は、主に設備投資に係る資金の調達を目的としたものであり、一部について金利の変動リスク

に晒されていますが、昨今の金融市場の状況を踏まえ、借入期間内の当該リスクは限定的なものと認識
しております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを取引目的と
した為替予約取引であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、営業債権に係る顧客の信用リスクについては、与信管理規程に従い、取引先の与信限度額
を設定し、取引先毎に回収状況を月次でチェックして残高を管理するとともに、定期的にモニタリン
グすることで財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ロ. 資金調達に係る流動性リスクの管理
管理部にて流動性リスクへ備えるため、資金繰り状況をモニタリングし手元流動性を維持するこ

と、取引銀行より当座貸越枠を確保することにより流動性リスクを管理しております。
ハ. 為替リスクの管理

為替変動リスクの低減を目的としてデリバティブ取引を行う際には、管理部にて社内規程に定めら
れた決裁手続を経て、デリバティブ取引の実行及び管理をしております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

長 期 借 入 金 301,930千円 298,663千円 △3,266千円

区分
時価

レベル1 レベル2 レベル3 合計

長期借入金 －千円 298,663千円 －千円 298,663千円

負債計 －千円 298,663千円 －千円 298,663千円

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2025年7月31日（当社の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、短期借入金、
未払金、未払法人税等については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を
省略しております。

（※）１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。

⑶ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下のレベルに分

類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当

該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１以外の直接又は間接的に

観察可能なインプットを用いて算定した時価
レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。
①時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　該当事項はありません。
②時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引い
た現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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当連結会計年度

（自　2024年８月１日

至　2025年7月31日）

中国売上

サロン 926,415千円

Eコマース（Douyin、Tmall Global、RED旗艦店、

Taobao、その他ECプラットフォーム、Douyin 

卸）

8,709,903千円

リテール（中国小売店・百貨店、日免・深免等、

中国空港免税店）
92,575千円

計 9,728,894千円

日本売上

サロン 110,429千円

リテール（ドラッグストア、小売店、百貨店、

直営店）
857,148千円

Eコマース（Amazon、Yahoo、楽天、自社EC） 2,456,237千円

計 3,423,816千円

その他

地域売上

リテール（シンガポール、カナダ等、小売店） 65,834千円

その他（オーストラリア・米国等） 259,543千円

計 325,377千円

顧客との契約から生じる収益 13,478,088千円

その他の収益 －

外部顧客への売上高 13,478,088千円

7. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、化粧品及び健康補助食品の製造・販売を主な事業として営んでおり、単一セグメン
トであります。なお、主な地域市場に分解した売上高は下記のとおりです。
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当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 829,289千円 930,811千円
契約負債 27,747千円 69,734千円

⑴ １株当たり純資産 331円09銭
⑵ １株当たり当期純利益 13円74銭

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「（1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に
関する注記）(4)会計方針に関する事項 ④収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結
会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額
及び時期に関する情報

① 契約資産及び契約負債の残高等

・契約負債は、主に顧客からの前受金に関するものであり、収益を認識する際に充当され、残高が減少
いたします。

・当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれている金額は、
27,747千円であります。

・過去の期間に充足、または部分的に充足した履行義務から、取引価格の変動等により当連結会計年度
に認識した収益はありません。

② 残高履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法

を適用し、記載を省略しております。

8. １株当たり情報に関する注記

9. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10. その他の注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2024年８月 1 日から
2025年７月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

純資産

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
資本剰余金

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益

剰余金

当期首残高 2,155,505 2,057,505 2,057,505 3,810,474 3,810,474 △655,867 7,367,617 7,367,617

当期変動額
剰余金の
配当 △358,522 △358,522 △358,522 △358,522
当期純利
益 221,599 221,599 221,599 221,599
自己株式
の取得 △901,017 △901,017 △901,017

自己株式
の消却 △718,584 △718,584 718,584 － －

当期変動額
合計 － － － △855,506 △855,506 △182,433 △1,037,939 △1,037,939

当期末残高 2,155,505 2,057,505 2,057,505 2,954,968 2,954,968 △838,300 6,329,678 6,329,678

株主資本等変動計算書

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 棚卸資産

製品、原材料及び貯蔵品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下
による簿価切下げの方法により算定）

② デリバティブ　　　　　　　　　　時価法によっております。
なお、ヘッジ会計の要件を満たす為替予約取引については「⑹重
要なヘッジ会計の方法」のとおり、ヘッジ会計を適用しておりま
す。

③ 有価証券
子会社株式　　　　　　　　　 移動平均法による原価法

⑵ 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

建物は定額法、それ以外については定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２年～38年
その他　　　       ２年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
ソフトウェア　  5年
商標権　　　　10年
意匠権　　　　 ７年

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約上に残価保
証の取り決めがある場合は、当該残価保証額）とする定額法を採用
しております。

⑶ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。
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⑷　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については、個別に回収可能性を勘案し回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員への賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度における負担額を計上しておりま

す。
③　株主優待引当金

株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、将来発生見込額を計上しております。
④　株式報酬引当金

業績連動型株式報酬制度による当社株式の交付に備えるため、当事業年度末における株式等の交付見
込額に基づき計上しております。

⑸　収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義
務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。当社は、主に化粧
品及び健康補助食品の製造・販売を事業として営んでおり、顧客への製品の引渡し時点で製品に対する
支配が顧客に移転し、履行義務が充足されたと判断して収益を認識しております。国内販売において
は、出荷時から当該製品の支配が顧客に移転されるまでの時までの期間が通常の期間である場合には、
出荷時に収益を認識しております。

⑹ 重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　　繰延ヘッジ処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　ヘッジ手段…為替予約

ヘッジ対象…外貨建債権または債務取引
③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　為替予約取引に関する規程に基づき通常の取引の範囲内で、将来

の為替レートの変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っ
ております。

④　ヘッジの有効性評価の方法　　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対
象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等 を基
礎にして判断しております。ヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条
件が一致し、継続して為替変動の相関関係が確保されていると見
込まれるため有効性の判定は省略しております。
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⑴　有形固定資産の減価償却累計額 122,704千円

① 短期金銭債権 204,702千円
② 短期金銭債務 180,964千円

2.　会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022

年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第

20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第28号　2022年10月28日。）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

3.　会計上の見積りに関する注記

⑴　製品の評価（重要な会計方針に係る事項に関する注記　⑴　①）
①　当事業年度の計算書類に計上した金額
製品　評価損計上前金額　　　　1,076,728千円
棚卸資産評価損　　　　　　　　　  33,720千円
製品　貸借対照表価額　　　　　1,043,007千円
②　計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表に記載した「会計上の見積りに関する注記」と同一の内容であります。

⑵　繰延税金資産の回収可能性
①　当事業年度の計算書類に計上した金額　　 繰延税金資産 100,661千円
②　計算書類利用者の理解に資するその他の情報

連結注記表に記載した「会計上の見積りに関する注記」と同一の内容であります。

4. 貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債権、金銭債務は次のとおりであります。

⑶　保証債務
他の会社の金融機関等からの借入債務に対し、保証を行っております。

株式会社エムアンドディ　　　　　　　　　　　　　622,500千円

－ 22 －



2025/09/25 9:53:15 / 25242002_株式会社アクシージア_招集通知

個別注記表

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 1,110,274千円
売上原価 260,448千円
販売費及び一般管理費 403,752千円

営業取引以外の取引高 2,165千円

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期 首 の 株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
の 株 式 数

普 通 株 式 750千株 1,546千株 1,060千株 1,236千株

繰延税金資産
未払事業税 4,488千円
関係会社株式評価損 28,814千円
棚卸資産評価損 12,476千円
賞与引当金 7,492千円
未払費用 16,516千円
その他 33,752千円

繰延税金資産合計 103,541千円
繰延税金負債

その他 2,879千円
繰延税金負債合計 2,879千円
繰延税金資産の純額 100,661千円

5. 損益計算書に関する注記

6. 株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加及び減少は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得1,546千株による増加分及
び自己株式の消却1,060千株による減少であります。

7. 税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

⑵　決算日後の税率の変更 「所得税法等の一部を改正する法律（令和７年法律第13号）」が2025年３月31
日に国 会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人 税」の課
税が行われることになりました。 これに伴い、2027年３月１日以後開始する事業年度以降に解消が見込ま
れる一時差 異等に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から 31.52％
に変更されます。この変更による影響は軽微であります。
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種類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子 会 社 Xiaozi Cosmetic 
(Shanghai) Inc.

直接
100.0％

化 粧 品 等 の
販売
広 告 宣 伝 の
一部の外注
役員の兼任

製品の売上 1,022,083 売掛金 81,042

広告宣伝
の外注 386,854 未払金 26,841

材料仕入 62,063 前払費用 1,253

子会社
AXXZIA (Hong Kong)
International Limited
（注）２

直接
100.0％

資金の援助
役員の兼務

資金の貸付 52,290
短期貸付

金 59,760
利息の受取 1,954

子会社 株 式 会 社 ユ イ ッ ト ・
ラ ボ ラ ト リ ー ズ

直接
100.0％

化粧品等の
製造、販売
役員の兼任

業務受託 48,356 売掛金 3,366

製造委託 178,811 買掛金 22,206

出向者給与
等 16,897

未払金 1,814
出向者労務

費等 19,573

子会社
株式会社アクシージア
バリュークリエイター
（注）２

直接
70.0%

資金の援助
役員の兼務

資金の貸付 25,000 短期貸付
金 25,000

利息の受取 210

子会社 株式会社エムアンドディ
(注）３

直接
100.0％

債務保証
役員の兼務 債務保証 622,500 － －

子会社 株式会社アクシージア
テ ク ノ ロ ジ ー

直接
80.0％ 役員の兼務 資金の払込 24,000 － －

8. 関連当事者との取引に関する注記

－ 24 －



2025/09/25 9:53:15 / 25242002_株式会社アクシージア_招集通知

個別注記表

※ 取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．上記各社との取引条件は、市場価格を参考に交渉の上で決定しております。

２．資金の貸付については、市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。
３．銀行借入金に係る債務保証を行っております。

9. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号)第80-26項の定めに従って注記を省略していま
す。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
連結計算書類「連結注記表　6．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を

省略しております。
⑶　顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業

年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期
に関する情報
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号)第80-26項の定めに従って注記を省略していま
す。

10. １株当たり情報に関する注記
（1）1株当たり純資産　　　　　　　　　　　　　 276円76銭
（2）1株当たり当期純利益　　　　　　　　　　　　９円49銭

11. 重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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